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自立助長から自立支援へ

◆1950年生活保護法（2014改正生活保護法）以来『自立の助長』を目的としてき
た。（適正実施）

◆2004年社会保障審議会福祉部会『生活保護制度の在り方に関する専門委員会』
⇒経済的自立（就労による自立）・健康の回復、生活の自己管理による日常生活の
自立、社会との繋がりの回復と維持による社会生活の自立 という三つの自立論と自立支
援プログラム 自立助長論から自立支援への転換

◆2004年（平成16年）から取り組んできた釧路モデル～自立支援の到達点

★中間的就労と社会的居場所づくり★かけがえのない私という実存（自己肯定感）



中間的就労と生きる場づくり





生活困窮者自立支援と相談、就労準備支援



就職氷河期問題・ひきこもりと就労準備



生活困窮者の自立と尊厳に通底する地域づくり
（2018年就労訓練事業ガイドライン）



資料



平成30年度厚生労働白書



【掲載内容】

「地域共生社会実現のための中間的就労のすすめ」の概要

第１章 中間的就労とは何か

１）中間的就労という発想はどこから生まれたか

２）生活困窮者自立支援制度の誕生

３）人と人をつなぐ多面的な中間的就労の可能性と地域連関

４）行政、自治体の役割

５）住民自身の取り組みと中間支援・マネジメントの重要性

中間的就労をすすめるためのポイント

１．中間的就労には、就労訓練目的から地域活性化まであります

２．社会福祉法人等の社会貢献としての中間的就労もあります

３．就労準備支援に中間的就労を加え、多彩な支援メニューを提供するところもあります

４．複数課題を抱えた相談者には、就労支援だけでなく生活支援との連携が大切です

５．生活困窮者の中間的就労支援から柔軟な働き方が生まれます

６．就労支援が地域活性化や地方創生につながっていくこともあります

７．地域づくりを進めるなかで、中間的就労も多面的に展開されていきます

第２章 中間的就労の現状と課題

１）認定就労訓練事業＝中間的就労ではありません 多種多様な中間的就労

２）中間的就労の分類： 一般就労を目指さない場合があり得ます

３）認定就労訓練事業が悩みのタネとなる原因と対応策

４）財政的なインセンティブが用意されていないことへの対応策

○ 平成30年度社会福祉推進事業「地域共生社会の実現に資する中間的就労の多面的機能とあり方に
関する調査研究事業」（一般社団法人 釧路社会的企業創造協議会）により作成。

○ 「中間的就労」がもつ、「つながりづくり」「生きがいづくり」「地域おこし」などの多面的機能に
焦点をあてて研究。
⇒ 生活困窮者対策やひきこもり対策からだけでなく、

・高齢者の社会参加の促進と介護予防の観点
・就労の場の仲間同士のつながりが、地域コミュニティ醸成へと面的に広がり、
住民がお互いの生活状況を気にかけたり、安否を見守ったり、生活上の困りごとが生じたとき
には支え合ったりできる関係の構築や、住民主体の生活支援活動へと発展していく可能性

などについて検討。

○ 全国の多様な先進的実践事例を取りまとめ、地域社会の実現に資する「中間的就労」に取り組むためのモデルと
そのポイントについて整理。

○ 掲載先（釧路社会的企業創造協議会ホームページ内） ： http://www.sbcc946.com/report/pdf/h30.pdf

http://www.sbcc946.com/report/pdf/h30.pdf


自治体名 特 色 取 組 内 容

三重県
鳥羽市

福祉と観光の連
携で仕事づくり＆
まちづくり

主要産業の観光業での人手不足や、住み込みで働く人が退職と同時に生活困窮に陥る事態が地域課題となってい
たことから、庁内の観光・労政・人口対策部門との横断的な連携により「とばびと活躍プロジェクト」立ち上げ。観光
課が中心となり、宿泊業の業務分解による求人カタログ「プチ勤務おしごとカタログ」を作成。短時間からでもその人
のライフスタイルに合った働き方を提供。

大阪府
八尾市

社会福祉法人が
合同で始めた介
護現場でのユニ
バーサル就労

八尾市特別養護老人ホーム施設長会に加入している施設等が認定就労訓練事業所となり、中間的就労担当者連
絡会を組織。連絡会が自立相談支援機関からの受入相談を受け、施設とのマッチングを担う。受入施設では、利用
者の現状や希望に応じ、施設内での業務分解を行ったり、新しい業務を作り出す等、きめ細かな支援を実施してい
る。

兵庫県
伊丹市

優先発注制度は
じめさまざまな仕
事を確保し、支援
に活かす

認定就労訓練事業所への優先発注制度を活用し、中心市街地や公園の清掃、建物管理、害獣駆除などの業務を
市から受託。ある程度の仕事を常時抱えているため、すぐに働くことが可能な場合は、相談当日から職場見学、就
労契約を結び、翌日から就労訓練で日払い仕事を提供するといったスピード感ある支援が可能となる。

北海道
釧路市

フキ畑が「多面的
機能」をもつ地域
資源に

人口減と高齢化が進む地域で、本業（酪農など）の第一線から退いた高齢者や生きづらさを抱えた若者たちを活用
し、地域の特産品のフキによる地域おこしに取り組む。休止状態だった地元の山菜加工施設を復活させたり、イベ
ントの実施等により、就労支援、生きがいづくり、健康づくり、コミュニティ形成という多面的な効果が生まれている。

北海道岩
見沢市・
月形町

生活保護と生活
困窮者の就労支
援を一緒に提供

生活困窮者の自立相談・就労準備支援を行っている事業所で、生活保護受給者の就労支援や無料職業紹介も行
う。多彩な就労準備支援メニューを準備し、居場所的な利用から就労後の定着まで支援。就労訓練として地元の商
店街の清掃活動に参加する、繁忙期の農家の収穫を担う、地域のイベントの企画・運営に関わる等、地域の産業や
活動と連携した就労支援を実施。

広島県安
芸高田市

高齢化率46.8％・
504人の集落で、
孤立させない地域
経営

全戸加入の住民組織による行政に頼らないまちづくりを実施。孤立防止と地域活性を目的に交流拠点（宿泊施設・
レストラン）を開設、協同組合を立ち上げて特産の柚子を使った六次化商品を開発する等、住民主導で地域課題解
決と雇用創出のための取組を続けている。活動を通して人々がつながることで、孤立を防止して暮らしやすい地域
を目指す。

高知県
佐川町

「役割づくり」の地
域福祉

地域福祉の向上や集落活性化を目的とする県独自の小規模拠点施設を、集いの場（サロン）や交流イベントの場と
して活用。子どもから若者、高齢者まで幅広い住民が利用者・運営スタッフ・ボランティアとして関わり、その中でそ
れぞれが得意なこと・できることを活かして地域社会での役割を果たし、感謝や報酬を得られるよう取り組む。

秋田県
藤里町

ひきこもり支援か
ら、生涯現役のし
ごとでまちづくりに
挑戦

地域の農家や事業者等から依頼を受け、登録したひきこもり者や離職者、障害者等（登録生）が必要に応じて職員
の支援を受けながら仕事を行い工賃を受け取る仕組みを実施。新しい特産品の製造を登録生が担い多額の売り上
げを記録した。現在は年齢や障害の有無にかかわらず町民すべてを対象として発展し、生涯現役のまちづくりを目
指す。

第３章 中間的就労・参考事例


